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平成１８年３月期   個別財務諸表の概要      平成１８年 ５月１６日 

 

上 場 会 社 名 アイフル株式会社                        上場取引所：東・大 

コ ー ド 番 号  ８５１５                                    本社所在都道府県  京 都 府 

（ＵＲＬ： http://www.aiful.jp） 

代 表 者 役職名 代表取締役社長   氏  名   福 田 吉 孝 

問合せ先 役職名 広報部長   氏  名   香 山 健 一     ＴＥＬ（０３）４５０３－６０５０ 

  
決算取締役会開催日 平成１８年 ５月１６日 中間配当制度の有無 有 

定時株主総会開催日 平成１８年 ６月２７日 単元株制度採用の有無 有 (1 単元 50 株) 

 

１．１８年３月期の業績（平成１７年 ４ 月 １ 日～平成１８年 ３ 月３１日） 

(1)経営成績  (注) 本個別財務諸表の概要及び添付資料中の金額は、表示単位未満を切り捨てて表示しております。 

 営 業 収 益 営 業 利 益 経 常 利 益 

 
１８年３月期 
１７年３月期 

百万円 

343,515 

340,615 

    ％

0.9 

1.7 

百万円

87,548 

107,581 

    ％ 

△18.6 

 13.0 

百万円

94,632 

112,533 

   ％

△15.9

  13.7

 

１株当たり 潜在株式調整後 株主資本 総 資 本 営業収益 
当 期 純 利 益 

当期純利益 1株当たり当期純利益 当期純利益率 経常利益率 経常利益率

 
１８年３月期 
１７年３月期 

        百万円 

50,381 

67,301 

  ％

△25.1

  26.8

円  銭

355 77 

711 20 

円  銭

355 65 

711 14 

％ 

  8.3 

 12.2 

％

 4.5 

 5.8 

％

  27.5 

  33.0 
(注)①期中平均株式数  １８年３月期 141,613,814 株  １７年３月期 94,453,068 株 
    ②会計処理の方法の変更   有 
    ③営業収益、営業利益等におけるパーセント表示は、対前期増減率 

(2)配当状況 

１株当たり年間配当金  

 中 間 期 末 

配当金総額

（年間） 配当性向 
株主資本 

配 当 率 

 
１８年３月期 
１７年３月期 

     円 銭 

60 00 

60 00 

     円 銭

30 00 

30 00 

     円 銭

30 00 

30 00 

      百万円 

8,496 

5,668 

          ％ 

 16.9 

 8.4 

         ％ 

  1.3 

  1.0 

(3)財政状態 

 総 資 産 株 主 資 本 株主資本比率 １株当たり株主資本 

 
１８年３月期 
１７年３月期 

         百万円 

2,204,482 

2,033,547 

百万円 

632,917 

584,308 

       ％ 

28.7 

28.7 

         円   銭 

4,469  03 

6,188  00 

(注)①期末発行済株式数 １８年３月期 141,622,876 株 １７年３月期 94,405,535 株 
  ②期末自己株式数  １８年３月期      412,124 株 １７年３月期   284,465 株 

  ③当社は平成 17 年５月 23 日付をもって１株につき 1.5 株の割合にて株式分割しております。 

 

２．１９年３月期の業績予想（平成１８年 ４ 月 １ 日～平成１９年 ３ 月３１日） 

1 株当たり年間配当金 
 

営 業 収 益 経 常 利 益 当期純利益 
中間 期末 

 
中 間 期 
通  期 

百万円 

166,485 

322,368 

百万円

29,231 

65,000 

百万円

16,930 

38,085 

  円 銭 

30 00 

 

  円 銭

30 00 

  円 銭

 

60 00 

(参考)１株当たり予想当期純利益(通期) 268 円 92 銭 

 

上記の業績予想につきましては、本資料の発表日程において入手可能な情報に基づき作成したものであります。 

実際の業績は、今後様々な要因によって予想数値と異なる結果となる可能性があります。 
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（添付資料） 

１ 【財務諸表等】 

  【財務諸表】 

① 【貸借対照表】 

 

  
前事業年度 

(平成17年３月31日) 
当事業年度 

(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
構成比
(％)

金額(百万円) 
構成比
(％)

(資産の部)    

Ⅰ 流動資産    

１ 現金及び預金  67,535  86,093 

２ 営業貸付金 
※1 
2,4 

1,471,767  1,512,717 

３ 支払承諾見返  ―  62,313 

４ 販売用不動産 ※１ 168  138 

５ 前払費用  3,437  3,342 

６ 繰延税金資産  8,203  16,501 

７ 未収収益  11,558  11,954 

８ 短期貸付金 ※３ 5,187  50,128 

９ その他 ※１ 18,118  17,389 

   貸倒引当金  △81,928  △85,659 

流動資産合計  1,504,048 74.0  1,674,920 76.0

Ⅱ 固定資産    

１ 有形固定資産    

(1) 建物  23,298 24,081  

減価償却累計額  △11,437 11,861 △11,791 12,290 

(2) 構築物  4,741 4,763  

減価償却累計額  △2,952 1,789 △3,127 1,636 

(3) 機械装置  161 161  

減価償却累計額  △43 117 △60 100 

(4) 器具備品  16,156 23,146  

減価償却累計額  △7,251 8,904 △9,401 13,745 

(5) 土地  5,612  6,762 

(6) 建設仮勘定  209  398 

有形固定資産合計  28,495 1.4  34,934 1.6

２ 無形固定資産    

(1) ソフトウェア  11,113  11,637 

(2) 電話加入権  361  360 

(3) その他  9  8 

無形固定資産合計  11,484 0.6  12,006 0.5
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前事業年度 

(平成17年３月31日) 
当事業年度 

(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
構成比
(％)

金額(百万円) 
構成比
(％)

３ 投資その他の資産    

(1) 投資有価証券  19,318  27,763 

(2) 関係会社株式  131,754  135,335 

(3) 破産更生債権等 ※４ 25,278  28,541 

(4) 長期貸付金  1,080  ― 

(5) 株主・従業員 
長期貸付金 

 22  14 

(6) 関係会社長期貸付金  298,223  288,524 

(7) 長期前払費用  3,193  2,756 

(8) 繰延税金資産  14  ― 

(9) 敷金及び保証金  8,716  8,832 

(10) 繰延ヘッジ損失 ※７ 18,970  10,229 

(11) その他  1,451  1,215 

    貸倒引当金  △19,124  △21,339 

投資その他の資産合計  488,898 24.0  481,875 21.9

固定資産合計  528,877 26.0  528,817 24.0

Ⅲ 繰延資産    

社債発行費  621  744 

繰延資産合計  621 0.0  744 0.0

資産合計  2,033,547 100.0  2,204,482 100.0
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前事業年度 

(平成17年３月31日) 
当事業年度 

(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
構成比
(％)

金額(百万円) 
構成比
(％)

(負債の部)    

Ⅰ 流動負債    

１ 支払手形  4,598  3,990 

２ 支払承諾  ―  62,313 

３ 短期借入金  15,000  53,000 

４ 一年以内償還予定社債  94,000  82,000 

５ 一年以内返済予定 
長期借入金 

※１ 348,065  326,797 

６ 未払金  6,348  7,556 

７ 未払法人税等  22,544  21,162 

８ 未払費用  4,565  4,454 

９ 預り金  428  374 

10 前受収益  3  2 

11 賞与引当金  2,386  2,251 

12 利息返還損失引当金  ―  17,019 

13 その他  343  219 

流動負債合計  498,285 24.5  581,144 26.4

Ⅱ 固定負債    

１ 社債  374,890  418,500 

２ 長期借入金 ※１ 556,659  557,264 

３ 繰延税金負債  ―  3,759 

４ 退職給付引当金  319  ― 

５ 役員退職慰労金引当金  1,209  1,279 

６ 金利スワップ  17,834  9,462 

７ その他  41  155 

固定負債合計  950,954 46.8  990,420 44.9

負債合計  1,449,239 71.3  1,571,565 71.3

    

(資本の部)    

Ⅰ 資本金 ※５ 83,317 4.1  83,317 3.8

Ⅱ 資本剰余金    

  資本準備金  90,225 90,225  

資本剰余金合計  90,225 4.4  90,225 4.0

Ⅲ 利益剰余金    

１ 利益準備金  1,566 1,566  

２ 任意積立金    

別途積立金  336,822 395,496  

３ 当期未処分利益  70,156 54,641  

利益剰余金合計  408,545 20.1  451,704 20.5

Ⅳ その他有価証券評価差額金  5,284 0.3  10,636 0.5

Ⅴ 自己株式 ※８ △3,063 △0.2  △2,964 △0.1

資本合計  584,308 28.7  632,917 28.7

負債資本合計  2,033,547 100.0  2,204,482 100.0
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② 【損益計算書】 

 

  
前事業年度 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
百分比
(％)

金額(百万円) 
百分比
(％)

Ⅰ 営業収益    

１ 営業貸付金利息  330,528 97.0  333,541 97.1

２ その他の金融収益    

(1) 預金利息  1 1  

(2) 有価証券利息  0 0  

(3) 貸付金利息  111 ―  

(4) その他  0 113 0.0 0 1 0.0

３ その他の営業収益    

(1) 不動産売上高  ― 23  

(2) 償却債権回収額  4,090 4,299  

(3) その他  5,883 9,973 3.0 5,648 9,972 2.9

営業収益合計  340,615 100.0  343,515 100.0

Ⅱ 営業費用    

１ 金融費用    

(1) 支払利息  21,092 19,861  

(2) 社債利息  8,743 8,485  

(3) その他  2,758 32,593 9.6 2,871 31,218 9.1

２ 売上原価    

  不動産売上原価  ― ― ― 24 24 0.0

３ その他の営業費用    

(1) 広告宣伝費  14,978 16,533  

(2) 支払手数料  11,966 14,024  

(3) 貸倒損失  9,549 11,494  

(4) 貸倒引当金繰入額  87,835 92,025  

(5) 利息返還損失 
  引当金繰入額 

 ― 17,019  

(6) 役員報酬  442 539  

(7) 従業員給与手当等  19,701 19,699  

(8) 従業員賞与等  2,300 2,393  

(9) 賞与引当金繰入額  2,386 2,251  

(10) 役員退職慰労金 
引当金繰入額 

 76 71  

(11) 福利厚生費  3,646 3,826  

(12) 退職給付費用  1,368 729  

(13) 賃借料  6,557 4,893  

(14) 地代家賃  7,458 7,729  

(15) 消耗品費  1,027 2,017  

(16) 修繕費  4,709 5,125  

(17) 通信費  2,438 2,458  

(18) 保険料  4,411 4,181  

(19) 減価償却費  6,751 7,587  

(20) 消費税等  3,219 3,766  

(21) その他  9,611 200,441 58.8 6,354 224,723 65.4

営業費用合計  233,034 68.4  255,966 74.5

営業利益  107,581 31.6  87,548 25.5
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前事業年度 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
百分比
(％)

金額(百万円) 
百分比
(％)

Ⅲ 営業外収益    

１ 貸付金利息 ※５ 4,095 5,027  

２ 受取配当金  116 244  

３ 保険配当金  765 607  

４ 匿名組合出資益 ※１ ― 611  

５ 雑収入  669 5,647 1.6 662 7,154 2.0

Ⅳ 営業外費用    

１ 販売用不動産評価損  12 5  

２ 匿名組合出資損 ※６ 610 0  

３ 雑損失  71 694 0.2 65 70 0.0

経常利益  112,533 33.0  94,632 27.5

Ⅴ 特別利益    

１ 固定資産売却益 ※２ ― 0  

２ 投資有価証券売却益  685 2  

３ 貸倒引当金戻入額  0 0  

４ 代行返上益  207 ―  

５ 確定拠出年金制度 
  移行差益 

 ― 894 0.3 283 287 0.1

Ⅵ 特別損失    

１ 固定資産売却損 ※３ 69 2  

２ 固定資産除却損 ※４ 375 223  

３ リース解約損  5 63  

４ 投資有価証券売却損  58 ―  

５ 投資有価証券評価損  0 ―  

６ 自動契約機入替に伴う 
  関連費用 

 ― 111  

７ 利息返還金  ― 10,603  

８ 敷金解約損  69 83  

９ ゴルフ会員権評価損  8 15  

10 契約解除清算金  76 662 0.2 39 11,141 3.2

税引前当期純利益  112,765 33.1  83,778 24.4

法人税、住民税 
及び事業税 

 39,913 41,576  

法人税等調整額  5,550 45,464 13.3 △8,179 33,397 9.7

当期純利益  67,301 19.8  50,381 14.7

前期繰越利益  5,733  8,523 

自己株式処分差損  42  15 

中間配当額  2,835  4,248 

当期未処分利益  70,156  54,641 
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③ 【利益処分案】 
 

  
前事業年度 

(平成17年３月期) 
当事業年度 

(平成18年３月期) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅰ 当期未処分利益  70,156  54,641

Ⅱ 利益処分額   

１ 配当金  2,832 4,248 

２ 役員賞与金  126 ― 

(うち監査役賞与金)  (4) (―)

３ 任意積立金   

別途積立金  58,674 61,632 41,800 46,048

Ⅲ 次期繰越利益  8,523  8,592

   

(注) 前事業年度は、平成16年12月10日に2,835百万円(１株につき30円00銭)の中間配当を行いました。 

当事業年度は、平成17年12月９日に4,248百万円(１株につき30円00銭)の中間配当を行いました。 
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重要な会計方針 
 

項目 
前事業年度 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１ 有価証券の評価基準及び

評価方法 

(1) 子会社株式及び関連会社株式 

   移動平均法による原価法 

(1) 子会社株式及び関連会社株式 

同左 

 (2) その他有価証券 

 時価のあるもの 

   決算日の市場価格等に基づく時

価法(評価差額は全部資本直入法

により処理し、売却原価は、移動

平均法により算定しております) 

(2) その他有価証券 

 時価のあるもの 

同左 

  時価のないもの 

   移動平均法による原価法 

   なお、投資事業有限責任組合及

びそれに類する組合への出資(証

券取引法第２条第２項により有価

証券とみなされるもの) につきま

しては、組合契約に規定される決

算報告日に応じて入手可能な最近

の決算書を基礎とし、持分相当額

を純額で取り込む方法によってお

ります。 

 時価のないもの 

同左 

   

２ たな卸資産の評価基準 

及び評価方法 

販売用不動産 

 個別法による低価法 

販売用不動産 

同左 

   

３ 固定資産の減価償却の方

法 

(1) 有形固定資産 定率法 

  なお、主な耐用年数は次のとおり

であります。 

  建物及び構築物   ３～50年 

  機械装置      13～15年 

  器具備品      ３～20年 

(1) 有形固定資産 

同左 

 (2) 無形固定資産 

  ソフトウェア 社内における利用

可能期間(５年)に

基づく定額法 

  その他    定額法 

(2) 無形固定資産 

同左 

 

 

同左 

   

４ 繰延資産の処理方法 社債発行費 

 社債の償還期限内又は商法施行規則

に規定する最長期間(３年間)のいずれ

か短い期間で均等償却しております。

社債発行費 

同左 

   

５ 引当金の計上基準   

 (1) 貸倒引当金  営業貸付金等の債権の貸倒れに備え

るため、一般債権につきましては、貸

倒実績率等を勘案し必要と認められる

額を、貸倒懸念債権等特定の債権につ

きましては、個別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計上しておりま

す。 

同左 

 (2) 賞与引当金  従業員に対して支給する賞与の支出

に備えるため、将来の支給見込額のう

ち当期の負担額を計上しております。

同左 
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項目 
前事業年度 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

 (3) 利息返還損失引当金 ―――  将来の利息返還金の発生に備えるた

め、過去の返還実績を踏まえ、かつ、

最近の返還状況を考慮する等により、

返還見込額を合理的に見積り計上して

おります。 

(追加情報) 

 従来、当社は利息返還金につき支出
時の費用として処理しておりました
が、みなし弁済規定の適用の厳格化等
により財務諸表に与える影響が増した
ため、日本公認会計士協会審理情報
[No.24]「「貸金業の規制等に関する法
律」のみなし弁済規定の適用に係る最
高裁判決を踏まえた消費者金融会社等
における監査上の留意事項について
(平成18年３月15日 日本公認会計士
協会)」に従い、期末日現在において見
込まれる将来の利息返還金相当額を
「利息返還損失引当金」として計上す
ることといたしました。 
 これにより、流動負債が17,019百万
円増加しております。 
 なお、利息返還損失引当金の計上に
伴い、前事業年度まで営業費用の「そ
の他」に計上しておりました「利息返
還金(前事業年度3,514百万円)」につき
ましては、特別損失として処理してお
ります。 

 これらにより、営業費用が6,416百万

円増加し、営業利益及び経常利益が同

額減少するとともに、特別損失が

10,603百万円増加し、税引前当期純利

益が17,019百万円減少しております。

 (4) 退職給付引当金  従業員の退職給付に備えるため、当

事業年度末における退職給付債務及び

年金資産の見込額に基づき計上してお

ります。 

 なお、数理計算上の差異及び過去勤

務債務につきましては、発生事業年度

において一括費用処理しております。

――― 

 (追加情報) 

 当社は、確定給付企業年金法の施行

に伴い、厚生年金基金の代行部分につ

いて、平成16年９月30日に厚生労働大

臣から過去分返上の認可を受け、平成

17年３月16日に返還額が確定しまし

た。当事業年度における損益に与える

影響額は、「代行返上益」(特別利益)

として計上した207百万円であります。

 また、当社は、平成16年９月30日に

厚生労働大臣より「アイフル厚生年金

基金」の解散認可及び「確定拠出年金」

の導入承認を受け、同基金を解散し、

平成16年10月１日より確定拠出型年金

制度及び前払退職金制度を新たに導入

しております。ただし、期末日現在、

過去勤務に係る部分についての確定拠

(追加情報) 

 当社は、平成16年９月30日に厚生労

働大臣より「アイフル厚生年金基金」

の解散認可及び「確定拠出年金」の導

入承認を受け、同基金を解散し、平成

16年10月１日より確定拠出年金制度及

び前払退職金制度を新たに導入してお

ります。 

 なお、前事業年度末において未確定

でありました、過去勤務に係る部分に

ついての確定拠出年金制度への個人別

管理資産の移換額が当事業年度におい

て確定しております。 

 当社は、この確定に伴う会計処理に

つきましては、「退職給付制度間の移行

等に関する会計処理(企業会計基準委

員会適用指針第１号)」を適用してお 
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項目 
前事業年度 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

 出年金制度への個人別管理資産の移換

額が確定しておりません。 

ります。 

 なお、移行に伴う当事業年度に与え

る影響額は、「確定拠出年金制度移行差

益」(特別利益)として計上した283百万

円であります。 

 (5) 役員退職慰労金引当金  役員の退職慰労金の支出に備えるた

め、役員退職慰労金支給規定に基づく

期末要支給額を計上しております。 

同左 

   

６ 収益及び費用の計上基準  営業貸付金利息は発生基準により計

上しております。なお、「営業貸付金」

に係る未収利息につきましては、利息

制限法利率又は当社約定利率のいずれ

か低い方により計上しております。 

同左 

   

７ リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引につきましては、通常

の賃貸借取引に係る方法に準じた会計

処理によっております。 

同左 

   

８ ヘッジ会計の方法   

 ① ヘッジ会計の方法  繰延ヘッジ処理によっております。

 また、為替変動リスクのヘッジにつ

いて振当処理の要件を充たしている場

合には振当処理を、金利スワップ取引

及び金利キャップ取引について特例処

理の要件を充たしている場合には特例

処理を採用しております。 

同左 

   

② ヘッジ手段とヘッジ対

象 

a.ヘッジ手段…通貨スワップ取引 

ヘッジ対象…外貨建社債 

a.ヘッジ手段…同左 

ヘッジ対象…同左 

 b.ヘッジ手段…金利スワップ取引及び

金利キャップ取引 

b.ヘッジ手段…同左 

 ヘッジ対象…市場金利等の変動によ

りキャッシュ・フロー

が変動するもの(変動

金利の借入金及び社

債) 

ヘッジ対象…同左 

 ③ ヘッジ方針  通貨スワップ取引につきましては、

外貨建社債の元利払に係る為替変動リ

スクをヘッジするものであり、金利ス

ワップ取引及び金利キャップ取引につ

きましては、総調達に占める固定金利

建て調達の比率を一定の割合に維持す

るものであります。 

同左 

 ④ ヘッジの有効性評価の

方法 

 過去10年間のヘッジ対象とヘッジ手

段の相場変動の累計を比率分析する方

法により有効性の判断を行っておりま

す。ただし、特例処理によっている金

利スワップ取引につきましては、有効

性の評価を省略しております。 

同左 
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項目 
前事業年度 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

９ その他の財務諸表作成の

ための重要な事項 

  

 (1) 借入金に対する利息の

会計処理 

 借入金に対する利息につきまして

は、金融債権に対応する部分を金融費

用(支払利息)とし、その他のものにつ

きましては営業外費用(支払利息)とし

て処理しております。 

同左 

 (2) レバレッジドリースの

会計処理 

 当社は、平成４年12月に航空機リー

スを事業とする匿名組合への参加契約

(出資金額100百万円、契約期間約13年)

を締結しておりましたが、当事業年度

において組合事業が終了いたしまし

た。 

 なお、終了に伴う当期利益額は、損

益計算書上の「雑収入」(165百万円)

として計上しております。 

――― 

 (3) 消費税等の会計処理  消費税等の会計処理は税抜方式によ

っております。ただし、資産に係る控

除対象外消費税等は、「投資その他の資

産」の「その他」に計上し、５年間で

均等償却しております。 

同左 

   

 
会計処理方法の変更 

 
前事業年度 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

―――  (固定資産の減損に係る会計基準) 

 当事業年度より、固定資産の減損に係る会計基準(「固

定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」(企

業会計審議会 平成14年８月９日))及び「固定資産の減

損に係る会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第

６号 平成15年10月31日)を適用しております。 

 なお、これによる損益に与える影響はありません。 

  

  (保証債務) 

 従来、貸借対照表の注記事項(保証債務)に記載してお

りました業務としての保証に係る保証債務残高につきま

しては、当事業年度より貸借対照表の流動資産に「支払

承諾見返」として、また、流動負債に「支払承諾」とし

て両建て計上する方法に変更しました。 

 これは、支払承諾見返残高と信用保証事業の営業収益

計上額との連動性を考慮したことによるものでありま

す。 

 なお、この変更により流動資産及び流動負債がそれぞ

れ62,313百万円増加しております。 
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表示方法の変更 
 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

 「証券取引法等の一部を改正する法律」(平成16年法律

第97号 平成16年６月９日)により、証券取引法第２条第

２項において、投資事業有限責任組合及びこれに類する

組合への出資を有価証券とみなすこととされたことに伴

い、貸借対照表において前事業年度まで「出資金」に含

めておりました投資事業組合出資金等を、当事業年度よ

り「投資有価証券」に含めて表示しております。 

 これにより、当事業年度における「投資有価証券」が

819百万円増加しております。 

 なお、その他の「出資金」３百万円につきましては金

額が僅少となったため、投資その他の資産の「その他」

に含めて表示しております。 

――― 

 
追加情報 

 
前事業年度 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

 「地方税法等の一部を改正する法律」（平成15年法第９

号）が平成15年３月31日に公布され、平成16年４月１

日以後に開始する事業年度より外形標準課税制度が導

入されたことに伴い、当会計期間から「法人事業税に

おける外形標準課税部分の損益計算書上の表示につい

ての実務上の取扱い」（平成16年２月13日企業会計基準

委員会 実務対応報告第12号）に従い、法人事業税の

付加価値割及び資本割につきましては「その他の営業

費用」の「その他」に計上しております。 

 この結果、「その他の営業費用」が876百万円増加し、

営業利益、経常利益及び税引前当期純利益が876百万円減

少しております。 

――― 
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注記事項 

(貸借対照表関係) 

 
前事業年度 

(平成17年３月31日) 
当事業年度 

(平成18年３月31日) 

※１ 担保に供している資産及びその対応する債務 

  (1) 担保に供している資産 

営業貸付金 712,804百万円

販売用不動産 113 

    計 712,918 
 

※１ 担保に供している資産及びその対応する債務 

  (1) 担保に供している資産 

営業貸付金 510,708百万円

販売用不動産 107 

    計 510,815 
 

  (2) 対応する債務 

一年以内返済予定 
長期借入金 

172,399百万円

長期借入金 300,670 

  計 473,070 
 

  (2) 対応する債務 

一年以内返済予定 
長期借入金 

106,872百万円

長期借入金 167,040 

  計 273,912 
 

 

当事業年度末における上記金額は、債権の流動

化に係るもの(営業貸付金344,038百万円、一年以

内返済予定長期借入金33,276百万円、長期借入金

100,989百万円)を含んでおります。 

なお、以下の事項は上記金額には含まれており

ません。 

・一年以内返済予定長期借入金56,530百万円、

長期借入金53,354百万円の合計109,884百万

円につきましては、借入先からの要求があれ

ば営業貸付金を担保として提供する契約を結

んでおります。 

・現金(流動資産「その他」)4,456百万円につき

ましては金利スワップ取引の担保として差入

れております。 

・当社の借入金に対し株式会社マルトーより担

保提供(土地等)を受けております。 

 

当事業年度末における上記金額は、債権の流動

化に係るもの(営業貸付金346,796百万円、一年以

内返済予定長期借入金30,284百万円、長期借入金

98,056百万円)を含んでおります。 

なお、以下の事項は上記金額には含まれており

ません。 

・一年以内返済予定長期借入金75,839百万円、

長期借入金133,917百万円の合計209,757百万

円につきましては、借入先からの要求があれ

ば営業貸付金226,643百万円を担保として提

供する契約を結んでおります。 

・現金(流動資産「その他」)1,919百万円につき

ましては金利スワップ取引の担保として差入

れております。 

・当社の借入金に対し株式会社マルトーより担

保提供(土地等)を受けております。 

  

※２ 個人向無担保貸付金残高1,093,662百万円を含ん

でおります。 

※２ 個人向無担保貸付金残高1,133,083百万円を含ん

でおります。 

  

※３ 自由処分権を有する担保受入金融資産及びその時

価 

コマーシャルペーパー 4,998百万円
 

※３ 自由処分権を有する担保受入金融資産及びその時

価 

コマーシャルペーパー 49,999百万円
 

  

※４ 営業貸付金及び破産更生債権等のうち、不良債権

の状況は次のとおりであります。 

 
無担保 
ローン 
(百万円) 

無担保 
ローン以外 
(百万円) 

計 
(百万円) 

破綻先債権 3,780 24,364 28,144

延滞債権 20,261 27,960 48,221

３ヵ月以上 
延滞債権 

9,061 3,039 12,100

貸出条件 
緩和債権 

39,923 273 40,196

計 73,025 55,637 128,662

   なお、上記それぞれの概念は次のとおりでありま

す。 

※４ 営業貸付金及び破産更生債権等のうち、不良債権

の状況は次のとおりであります。 

 
無担保 
ローン 
(百万円) 

無担保 
ローン以外 
(百万円) 

計 
(百万円) 

破綻先債権 4,169 26,140 30,309

延滞債権 32,548 31,328 63,877

３ヵ月以上 
延滞債権 

11,899 3,767 15,666

貸出条件 
緩和債権 

35,617 766 36,383

計 84,234 62,001 146,236

   なお、上記それぞれの概念は次のとおりでありま

す。 
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前事業年度 

(平成17年３月31日) 
当事業年度 

(平成18年３月31日) 

  (破綻先債権) 

   破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相

当期間継続し、未収利息を計上しなかった貸付金の

うち、法人税法施行令(昭和40年政令第97号)第96条

第１項第３号のイからホまでに掲げる事由又は同項

第４号に規定する事由が生じている債権でありま

す。なお、破産更生債権等につきましては、債権の

個別評価による回収不能見込額相当額の貸倒引当金

を計上しております。 

  (破綻先債権) 

同左 

  (延滞債権) 

   延滞債権とは、破綻先債権以外の未収利息不計上

貸付金であります。ただし、債務者の経営再建又は

支援を図ることを目的として、金利の減免や長期分

割などによって、債務者に有利となる取り決めを行

った債権のうち、定期的に入金されているものを除

きます。 

  (延滞債権) 

同左 

  (３ヵ月以上延滞債権) 

   ３ヵ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が

約定支払日の翌日から３ヵ月以上延滞している営業

貸付金であり、破綻先債権及び延滞債権に該当しな

いものであります。 

  (３ヵ月以上延滞債権) 

同左 

  (貸出条件緩和債権) 

   貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支

援を図ることを目的として、金利の減免や長期分割

などによって、債務者に有利となる取り決めを行っ

た債権のうち、定期的に入金されている営業貸付金

であり、破綻先債権、延滞債権及び３ヵ月以上延滞

債権に該当しないものであります。 

  (貸出条件緩和債権) 

同左 

  

※５ 授権株式数及び発行済株式総数 

  授権株式数   普通株式   373,500,000株 

  ただし、「株式の消却が行われた場合には、これに

相当する株式数を減じる」旨を定款に定めておりま

す。 

  発行済株式総数 普通株式   94,690,000株 

※５ 授権株式数及び発行済株式総数 

  授権株式数   普通株式   373,500,000株 

  ただし、「株式の消却が行われた場合には、これに

相当する株式数を減じる」旨を定款に定めておりま

す。 

  発行済株式総数 普通株式   142,035,000株 

  

 ６ 保証債務 

  (1) 提携金融機関等が行っている個人向けローンに

係る保証債務残高 

 35,267百万円

――― 

  (2) 提携金融機関等が行っている事業者向けローン

に係る保証債務残高 

 7,912百万円

 

  

※７ ヘッジ手段に係る損益は、純額で繰延ヘッジ損失

として計上しております。なお、相殺前の繰延ヘッ

ジ損失の総額は19,001百万円であります。 

   また、繰延ヘッジ利益の総額は31百万円でありま

す。 

※７ ヘッジ手段に係る損益は、純額で繰延ヘッジ損失

として計上しております。なお、相殺前の繰延ヘッ

ジ損失の総額は10,297百万円であります。 

   また、繰延ヘッジ利益の総額は67百万円でありま

す。 
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前事業年度 

(平成17年３月31日) 
当事業年度 

(平成18年３月31日) 

※８ 当社が保有する自己株式の数は、普通株式284,465

株であります。 

※８ 当社が保有する自己株式の数は、普通株式412,124

株であります。 

  

 ９ 配当制限 

   商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時

価を付したことにより増加した純資産額は5,284百

万円であります。 

 ９ 配当制限 

   商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時

価を付したことにより増加した純資産額は10,636百

万円であります。 

  

 

(損益計算書関係) 

 
前事業年度 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

――― ※１ 匿名組合出資益は、投資事業組合等の決算書に基

づく評価益であります。 

  

――― ※２ 固定資産売却益の内訳は、次のとおりであります。

建物他 0百万円
 

  

※３ 固定資産売却損の内訳は、次のとおりであります。

電話加入権 69百万円
 

※３ 固定資産売却損の内訳は、次のとおりであります。

電話加入権 2百万円
 

  

※４ 固定資産除却損の内訳は、次のとおりであります。

建物 159百万円

構築物 27 

器具備品 43 

ソフトウエア 113 

その他 32 

   計 375 
 

※４ 固定資産除却損の内訳は、次のとおりであります。

建物 150百万円

構築物 34 

器具備品 35 

その他 2 

   計 223 
 

  

※５ 関係会社に関する事項 

貸付金利息 4,076百万円
 

※５ 関係会社に関する事項 

貸付金利息 5,013百万円
 

  

※６ 匿名組合出資損は、投資事業組合等の決算書に基

づく評価損であります。 

※６          同左 
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(リース取引関係) 

 
前事業年度 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

 
取得価額 
相当額 
(百万円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

期末残高 
相当額 
(百万円) 

車両 163 80 83

器具備品 6,187 5,117 1,070

計 6,351 5,198 1,153

 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

 ① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

 
取得価額 
相当額 
(百万円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

期末残高 
相当額 
(百万円) 

器具備品 1,356 1,165 191

 

  

② 未経過リース料期末残高相当額 

 

１年以内 915百万円

１年超 267 

 計 1,183 
 

② 未経過リース料期末残高相当額等 

   未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 179百万円

１年超 15 

 計 195 
   

③ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額 

支払リース料 2,565百万円

減価償却費相当額 2,455 

支払利息相当額 49 
 

③ 支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失 

支払リース料 832百万円

減価償却費相当額 803 

支払利息相当額 8 
   

④ 減価償却費相当額の算定方法 

   リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

  
⑤ 利息相当額の算定方法 

   リース料総額とリース物件の取得価額相当額との

差額を利息相当額とし、各期への配分方法につきま

しては、利息法によっております。 

⑤ 利息相当額の算定方法 

同左 

  
 ２ オペレーティング・リース取引 

   未経過リース料 

１年以内 241百万円

１年超 147 

計 388 
   

    (減損損失について) 

   リース資産に配分された減損損失はありません。

  

 

(有価証券関係) 

 
前事業年度 

(平成17年３月31日) 
当事業年度 

(平成18年３月31日) 

子会社株式及び関係会社株式で時価のあるものはあり

ません。 

同左 
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(税効果会計関係) 

 
前事業年度 

(平成17年３月31日) 
当事業年度 

(平成18年３月31日) 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

繰延税金資産(流動) 

貸倒損失否認額 3,668百万円

未払事業税 1,288 

未収利息不計上額 2,162 

賞与引当金 968 

その他 115 

繰延税金資産(流動)合計 8,203 

 

 

繰延税金資産(固定) 

減価償却資産償却限度超過額 1,635 

貸倒引当金繰入限度超過額 550 

役員退職金慰労金引当金繰入額 490 

その他 946 

繰延税金資産(固定)合計 3,623 

繰延税金負債(固定)との相殺 △3,608 

繰延税金資産(固定)の純額 14 

 

 

繰延税金負債(固定) 

その他有価証券評価差額金 △3,608 

繰延税金負債(固定)合計 △3,608 

繰延税金資産(固定)との相殺 3,608 

繰延税金負債(固定)の純額 ― 

繰延税金資産合計 8,217 
   

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

繰延税金資産(流動) 

利息返還損失引当金繰入額 6,906百万円

貸倒損失否認額 4,309 

未払事業税 1,342 

未収利息不計上額 2,624 

賞与引当金 913 

その他 404 

繰延税金資産(流動)合計 16,501 

 

繰延税金資産(固定) 

減価償却資産償却限度超過額 1,747 

貸倒引当金繰入限度超過額 596 

役員退職金慰労金引当金繰入額 519 

その他 641 

繰延税金資産(固定)合計 3,504 

繰延税金負債(固定)との相殺 △3,504 

繰延税金資産(固定)の純額 ― 

繰延税金資産合計 16,501 

 

 

繰延税金負債(固定) 

その他有価証券評価差額金 7,263 

繰延税金負債(固定)合計 7,263 

繰延税金資産(固定)との相殺 △3,504 

繰延税金負債(固定)の純額 3,759 

繰延税金負債合計 3,759 
   

  

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目別の内訳 

法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間の差異が法定実効税率の100分の５以下で

あるため記載を省略しております。 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目別の内訳 

同左 
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(１株当たり情報) 

 

項目 
前事業年度 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１株当たり純資産額 6,188円00銭 4,469円03銭

１株当たり当期純利益 711円20銭 355円77銭

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

711円14銭 355円65銭

 

 当社は、平成17年５月23日付で普
通株式１株につき1.5株の株式分割
を行っております。 
 なお、当該株式分割が前期首に行
われたと仮定した場合の１株当た
り情報につきましては、以下のとお
りとなっております。 

前事業年度 

１株当たり純資産額 

4,125円33銭 

１株当たり当期純利益金額 

474円13銭 

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益金額 

474円09銭 
 

 
(注) １株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎 

項目 
前事業年度 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当期純利益 67,301 百万円 50,381 百万円 

普通株主に帰属しない金額 126 百万円 ― 

 (うち利益処分による役員賞与金) (126 百万円) (―)

普通株式に係る当期純利益 67,174 百万円 50,381 百万円 

普通株式の期中平均株式数 94,453,068 株 141,613,814 株 

   

潜在株式調整後１株当たり当期純利
益金額 

当期純利益調整額 ― ― 

普通株式増加数 7,336 株 44,799 株 

 (うち自己株式取得方式によるス
トックオプション) (6,399 株) (14,460 株)

 (うち新株予約権) (937 株) (30,339 株)

希薄化効果を有しないため、潜在株

式調整後１株当たり当期純利益の算

定に含まれなかった潜在株式の概要 

――― 第28回定時株主総会(平成17年６月

24日)決議による新株予約権方式の

ストック・オプション(株式の数

357,900株) 
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(重要な後発事象) 

 
前事業年度 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

平成17年２月21日開催の当社取締役会の決議に基づき、

次のとおり株式分割による新株式を発行しております。

１．平成17年５月23日付をもって普通株式１株を1.5株に

分割します。 

分割により増加する株式数 

   普通株式   47,345,000株 

 (2) 分割方法 

   平成17年３月31日最終の株主名簿及び実質株主名

簿に記載された株主の所有株式数につき、１株を1.5

株の割合をもって分割します。 

２．配当起算日 

  平成17年４月１日 

 

  当該株式分割が前期首に行われたと仮定した場合の

前事業年度における１株当たり情報及び当期首に行わ

れたと仮定した場合の当事業年度における１株当たり

情報は、それぞれ以下のとおりとなります。 

前事業年度 当事業年度 

１株当たり純資産額 １株当たり純資産額 

3,689円45銭 4,125円33銭

１株当たり当期純利益 １株当たり当期純利益 

373円88銭 474円13銭

潜在株式調整後１株 

当たり当期純利益 

潜在株式調整後１株 

当たり当期純利益 

― 474円09銭
  

 当社は、平成18年４月14日付で近畿財務局より、貸金

業の規制等に関する法律(昭和58年法律第32号)第36条１

号の規定に基づき、すべての営業店舗等における業務を

一定期間停止する処分を受けました(但し、弁済の受領、

債権の保全行為に関する業務は除きます)。 

 当該行政処分が、翌事業年度以降の財政状態及び経営

成績に与える影響は不明であります。 
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２ 【営業実績】 

２．営業収益 

前事業年度 当事業年度 

( 
自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日 
) (

自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日 
) 

                          期     別 

 

  項     目 
金    額 (百万円) 構成比(％) 金    額 (百万円) 構成比(％)

 営業貸付金利息  無担保 ロー ン  266,930  78.3  269,986  78.6  

  有担保 ロー ン  55,875  16.4  54,560  15.9  

  事業者 ロー ン  7,722  2.3  8,994  2.6  

  小 計  330,528  97.0  333,541  97.1  

 その他の金融収益  預 金 利 息  1  0.0  1  0.0  

  有価証 券利 息  0  0.0  0  0.0  

  貸 付 金 利 息  111  0.0  ―  0.0  

  そ の 他  0  0.0  0  0.0  

  小 計  113  0.0  1  0.0  

 その他の営業収益  不動産 売上 高  ―  ―  23  0.0  

  償却債権回収額  4,090  1.2  4,299  1.3  

  そ の 他  5,883  1.8  5,648  1.6  

  小 計  9,973  3.0  9,972  2.9  

合                   計 340,615  100.0 343,515 100.0  

（注）「その他の営業収益」のその他は、保証料収入等であります。 

 

(2) その他の指標                                                                 （単位：百万円） 

                          期    別 

 項    目 

前事業年度末 

(平成17年３月31日現在) 

当事業年度末 

(平成18年３月31日現在) 

営  業  貸  付  金  残  高  （ 1,471,767 ) （ 1,512,717 ) 

 無担保ローン  1,093,662   1,133,083  

 有担保ローン  345,180   341,152  

 事業者ローン  32,924   38,480  

口        座        数(口)  （ 2,214,748 ) （ 2,187,382 ) 

 無担保ローン  2,091,244   2,057,920  

 有担保ローン  98,625   101,682  

 事業者ローン  24,879   27,780  

店        舗        数(店)  （ 1,572 ) （ 1,912 ) 

     営業店舗(有 人 )  549   515  

     営業店舗(無 人 )  1,023   1,397  

自動契約受付機｢お自動さん｣(台)  （ 1,561 ) （ 1,595 ) 

ロ ー ン 申 込 受 付 機(台)  （ 7 ) （ 310 ) 

Ａ   Ｔ   Ｍ   台   数(台)  （ 76,338 ) （ 86,639 ) 

 自 社 分  1,761   1,803  

 提 携 分  74,577   84,836  

 社 員 数 (人)  3,184   3,066  

 貸 倒 償 却 額  91,243   93,422  

 貸 倒 引 当 金 残 高  101,053   106,998  

 １株当たり当期純利益(円)  711.20   355.77  

 １株当たり純資産額(円)  6,188.00   4,469.03  

（注）１．営業貸付金残高・口座数は、破産更生債権等を含んでおりません。 

２．貸倒償却額は、破産更生債権等の貸倒額（前事業年度 5,012百万円、当事業年度 4,152百万円）を含んでおりま

せん。 
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３ 【役員の異動】 

(1) 取締役の退任 

氏 名 退 任 日 

二宮 哲男 平成17年６月24日 

 

(2) 委嘱業務の変更 

平成18年４月１日付 

氏 名 新 委 嘱 業 務 旧 委 嘱 業 務 

堀場 勝英 専務取締役 専務取締役 財務本部長 

小林 貞敏 専務取締役 情報システム本部長 専務取締役 情報システム開発部 

兼 情報システム運用部担当

福田 安孝 取締役   財務本部副本部長 取締役   財務本部副本部長 

兼 財務部長 

佐藤 正之 取締役 取締役   マーケティング部担当 

阿 部  浩 取締役   経営企画本部長 

兼 事業開発部  

兼 ＩＴ企画部担当 

取締役   経営企画本部長 

酒井 恒雄 取締役   広報部 兼 保証事業部 

兼 業務部 兼 ＩＲ室担当 

兼 ＩＲ室長 

取締役   広報部 兼 保証事業部 

兼 ＩＲ室担当 兼 ＩＲ室長

 


